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法〔第２版〕』（日本評論社，2013 年）468 頁以下［木下智史執筆部分］，松井茂記『LAW 
IN CONTEXT 憲法』（有斐閣，2010 年）311 頁以下等。
（３） 　昨年度の公開講義は，拙稿「憲法上の主張の攻撃防御方法」広島法科大学院論集第
14 号（2018 年）224 頁以下参照。













（４） 　最大判昭和 28 年 11 月 11 日刑集 7 巻 11 号 2758 頁。なお，最２小決昭和 32 年４月
15 日集刑 118 号 863 頁も参照。
（５） 　賭博開帳図利事件大法廷判決（最大判昭和 25 年 11 月 22 日刑集４巻 11 号 2380 頁）
では，賭博行為の自由が「新しい人権」として保障されるかが問題となったが，多数
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るかが争われていたが，憲法 13 条により「国民の私生活上の自由が，警察権
等の国家権力の行使に対しても保護される」ことを明確にした京都府学連事

















（７） 　その５年前の昭和 39 年に，「宴のあと」訴訟判決（東京地判昭和 39 年９月 28 日判





（８） 　拙稿・前掲註３）227 ～ 228 頁参照。
（９） 　ただし，客観原則違反について審査をすることもある。夫婦同氏制訴訟大法廷判決（最
大判平成 27 年 12 月 16 日民集 69 巻８号 2586 頁），君が代ピアノ伴奏拒否訴訟判決（最
３小判平成 19 年２月 27 日民集 61 巻１号 291 頁）参照。






最大判昭和 45 年９月 16 日民集 24 巻 10 号 1410 頁）や自己消費目的の酒類製
造の自由（どぶろく事件判決・最 1小判平成元年 12 月 14 日刑集 43 巻 13 号





紋押捺拒否事件判決・最３小判平成 7年 12 月 15 日刑集 49 巻 10 号 842 頁），
（10） 　増森珠美「判解」最判解民事篇平成 20 年度（法曹会，2011 年）144 頁以下，158 頁
参照。
（11） 　それ以外にも，青少年に対する「淫行又はわいせつの行為」の禁止の憲法 13 条違反
の主張がなされた福岡県青少年保護育成条例事件大法廷判決（最大判昭和 60 年 10 月
23 日刑集 39 巻６号 413 頁），ストーカー行為の禁止の憲法 13 条違反の主張がなされた
ストーカー規制法事件判決（最１小判平成 15 年 12 月 11 日刑集 57 巻 11 号 1147 頁）
などがある。前者につき，担当調査官は，性的行為に関する自己決定権（性的自由）
を憲法 13 条の幸福追求権として保障されるとしているが（高橋省吾「判解」最判解刑




能にかかわる本質的なもの」であるとして，憲法 13 条及び 21 条 1 項により保障され
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個人に関する情報をみだりに第三者に開示又は公表されない自由（住基ネッ




に公開されない利益（前科照会訴訟判決・最３小判昭和 56 年４月 14 日民集
35 巻３号 620 頁），みだりに自己の容ぼう等を撮影されない利益と撮影され
た写真をみだりに公表されない利益（法廷スケッチ訴訟判決・最１小判平成
17 年 11 月 10 日民集 59 巻９号 2428 頁），個人情報をみだりに他人に開示さ
れない利益（早稲田大学講演会名簿提出訴訟判決・最２小判平成 15 年９月








３小判昭和 63 年２月 16 日民集 42 巻２号 27 頁），名誉権（北方ジャーナル事件大法廷
判決・最大判昭和 61 年６月 11 日民集 40 巻４号 872 頁），輸血を受けることに関する




上の自由」に関する夫婦別姓訴訟大法廷判決（最大判平成 27 年 12 月 16 日民集 69 巻
８号 2586 頁）は，「氏の変更を強制されない自由」が憲法 13 条により保障されるかを
検討するにあたって，結論としては否定したものの，「私法上の人格権」に関する前掲・
最３小判昭和 60 年２月 16 日を参照している。





























（15） 　芦部信喜〔高橋和之補訂〕『憲法〔第 6版〕』（岩波書店，2015 年）123 頁参照。
（16） 　判決文は「自己情報コントロール権」と表記しているが，請求権を含まない自由権
であるため，「情報自己決定権」というべきであろう。
























（17） 　増森・前掲・註 10）164 頁注 14 参照。
（18） 　山本龍彦「プライバシーの権利」ジュリスト 1412 号（2010 年）80 頁以下参照。




















































伸二「判解」最判解刑事篇平成 20 年度（法曹会，2012 年）289 頁以下，309 ～ 310 頁
参照）。しかし，前者は，デモ行進参加者という思想を了知し得る写真撮影であったの
に対し，後者にはそのような事情がないため，事案類型が異なるとの理解も可能である。


















































（21） 　小山剛『「憲法上の権利」の作法〔第３版〕』（尚学社，2016 年）65 ～ 69 頁参照。


































（24） 　金原・前掲註 22）15 ～ 19 頁参照。

















































（25） 　平成 24 年に制定された大阪府子どもを性犯罪から守る条例は，一定の性犯罪（２条
２号イ～ハ）を犯し，刑期満了から５年を経過しない者に対して，氏名，住所等を知
































（27） 　田中英夫編『BASIC英米法辞典』（東京大学出版会，1993 年）59 頁。
（28） 　中野次雄編『判例とその読み方〔三訂版〕』（有斐閣，2009 年）68 頁［中野次雄執筆
部分］。



















































（30） 　予防原則については，松本和彦「環境法における予防原則の展開⑴」阪大法学 53 巻
２号１頁以下（2003 年），同「環境法における予防原則の展開⑵」阪大法学 54 巻５号
１頁以下（2005 年）等を参照。




















（31） 　淡路剛久［編代］『環境法辞典』（有斐閣，2002 年）338 頁。
（32） 　拙稿・前掲註３）241 頁注 23 参照。
































（34） 　鹿野・前掲註 20）309 ～ 310 頁参照。
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経済的自由権ではなく，憲法 13 条により保障される権利である。この点を重
視すれば，予防原則を適用しないことになろうが，13 歳未満の子供に与える
影響の大きさ，被害の不可逆性を強調すれば，予防原則を適用することにな
ろう。
５　おわりに
　昨年度も述べたことであるが，充実した憲法判断を求めるためには，ある
程度，憲法上の主張が規格化をすることは避けられない。問題視すべきは，
規格化したことに甘んじて観念的・抽象的な主張しかしない姿勢であり，規
格化をすることそれ自体ではないことを再確認したい。
 以　上
